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第４８回釧路地方裁判所地方裁判所委員会 

第４７回釧路家庭裁判所家庭裁判所委員会 

議 事 概 要  

 

 議 題 「裁判所における経費の最適化について」 

     「司法行政部門におけるデジタル化について」 

 

１ 開催日時 

 令和７年２月２７日（木）午前１０時００分から午後０時００分まで 

２ 開催場所 

  釧路地方・家庭裁判所第１会議室 

３ 出席者等 

 (1) 地方裁判所委員会委員 

岡田登、加藤匡倫（兼務）、小山恭子、清水博之、清水政秀、高橋正明、飛

澤知行（兼務）（５０音順・敬称略） 

(2) 家庭裁判所委員会委員 

井草健太、伊藤昌博、加藤匡倫（兼務）、桑嶌洋平、島森眞知子、髙﨑優子、

田中健三、飛澤知行（兼務）、星光二、森下智之（５０音順・敬称略） 

(3) 裁判所（説明者） 

田上弘樹（地方、家庭裁判所事務局長）、米坂将樹（地方裁判所事務局会計

課長）、澤田撤也（地方裁判所事務局総務課長） 

 (4)  庶務 

    澤田撤也（地方裁判所事務局総務課長） 

４ 議事概要 

(1) 新任委員紹介及び挨拶 

新たに地方裁判所委員会委員及び家庭裁判所委員会委員を委嘱された委員
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が委員会庶務から紹介され、それぞれ挨拶をした。 

(2) 議事の進行について 

青沼潔委員長が転出したため、井草健太家庭裁判所委員会委員長代理が議

事を進行した。 

(3) 委員長の互選 

委員の互選により、飛澤知行委員が地方裁判所委員会委員長及び家庭裁判

所委員会委員長に選任された。以後の議事については、飛澤知行委員長が進行

した。 

(4) 前回委員会で出された意見に対する検討、取組状況等 

別紙「報告要旨」のとおり報告された。 

(5) 裁判所からの説明等（裁判所における経費の最適化について） 

裁判所から、裁判所における予算事情や経費の適性化に向けた取組につい

て説明を行った。 

 (6) 意見交換 

裁判所からの説明等についての感想及び質問を交え、意見交換を行った（要

旨は、別紙「発言要旨１」のとおり。）。 

(7) 裁判所からの説明等（司法行政部門におけるデジタル化について） 

裁判所から、司法行政部門におけるデジタル化の取組について説明を行っ

た。 

(8) 意見交換 

裁判所からの説明等についての感想及び質問を交え、意見交換を行った（要

旨は、別紙「発言要旨２」のとおり。）。 

(9) 次回開催日時及び議題 

ア 開催日時 

令和７年７月７日（月）午前１０時００分から午後０時００分まで 

  イ 議題  
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       裁判手続におけるデジタル技術の活用の現状等 

（地方裁判所委員会及び家庭裁判所委員会の合同開催） 
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（別紙） 

報 告 要 旨 

 令和６年７月３日に開催された前回の地家裁委員会では、「職員の人材確保と人

材育成について」及び「裁判所における経費の最適化について」というテーマで、

委員の皆様方から様々な御意見をいただいた。 

同委員会において、「職員の人材確保と人材育成について」では、人材育成につ

いて、今の若手世代はタイムパフォーマンス重視という傾向があるため、なぜ今こ

れをやるのかということをプロセスごとに説明し、常に意思疎通を図るという工夫

が必要である、職務に直結する技能や技術に関するものだけでなく、社会人として

の教えや心構えといった精神的なものを学ぶことも重要である、若手世代にやりが

いを持ってもらうためには、責任を持って仕事を経験し、結果を出すことで達成感

や充実感を味わうことが一番効果的であるなどの御意見をいただいた。また、若手

職員のＯＪＴについては、今の若手世代は、振返りをさせる機会が多く、「反省疲

れ」や「成長求められ疲れ」というものが感じられるので、モチベーションと振返

りのバランスについては考慮する必要がある、若手が働きやすい職場、風通しの良

い職場を、日常的な会話を通して作ることで、心理的安全性が確保され、困ってい

ることや悩んでいることを打ち明けられ、一緒に考えていくスタイルが構築できる

のではないか、職員のスキルアップのためには、その職員に合った研修を、管理職

や中堅の職員が一緒になって考えてくことが重要ではないか、などの御意見をいた

だいた。 

前回途中までとなった「裁判所における経費の最適化について」では、裁判所に

おける経費削減の取組についてご説明させていただいた上で、委員の皆様の御意見

をお伺いしたところ、一つの裁判所でできる経費削減には限界があり、裁判所全体

での管理部門のセンター化、統一化を最終的には考えていかなければならないので

はないか、電気代を抑えることが効果的ではあるものの、釧路も大分暑くなり、エ

アコンが必要になる日も増えてきているので、過剰に抑制してしまうと、職員や裁
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判官の能率が低下してしまうということもあるため、必要な費用は支出すべきでは

ないかといった御意見をいただいた。また、委員の皆様が所属されている職場や団

体等で実施されている経費削減策についてお伺いしたところ、一切紙が配られるこ

とはないという団体がある一方、オンライン化を進めているものの、一部、紙での

提出物が残っているという団体もあり、世代によっては自宅にパソコンがないとい

う方もいるため、全てを完全にオンラインで効率良く行うということは難しい状況

ではないかといった御意見をいただいた。 

委員の皆様からいただいた貴重な御意見を踏まえ、今後の人材育成や経費の最適

化に活かしていきたい。 
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（別紙） 

発 言 要 旨 １ 

委員長： 経費削減策を実施したことにより削減した経費の有効活用について、御

紹介いただける例はあるか。 

委 員： 私の所属する団体では、黒と赤の二色刷りによる印刷を多く使用するこ

とによって経費を削減し、その分の経費を運営費に充てられるようになっ

た。また、本部の理事会に出席したところ経費の話があり、会議等はウェ

ブで行うことを多く取り入れようという流れであった。コロナ禍後の会議

においてももっと活用して、旅費を削減すべきという意見があった。 

委 員： 私たちも積極的にＤＸ化を進めており、９割くらいの会議はペーパーレ

スで行っている。これまで課内や部署内のちょっとした打ち合わせにも紙

を配布していたが、全てペーパーレスで行っている。複合機は２０台くら

いあり、１年間で２３０万枚くらい印刷されていたが、今年度に関しては

５０万枚ぐらいの削減になっている。ただし、契約単価が低いため、経済

的な効果はそれほどでもない。カラー印刷はフルカラーではなく二色印刷

で対応し、経費が削減できている。会議等に関してはオンラインに切り替

えて行っている。それによって旅費が削減できるので、その分の経費を別

の事業に充てるということを今年度、特に進めているところである。 

一方、札幌や東京に出張に行くことにもメリットはある。ずっと内に閉

じこもって全てオンラインで行うとなると、仕事のモチベーションが下が

るので、これは積極的に行く、これはオンライン化を進めるという一応の

線引きをしながら対応している。それ以外の経費の抑制も少しずつ行って

いるが、職員一人一人の意識を変えることを積極的に行っている最中であ

る。 

委員長： スクラップアンドビルドのビルドを意識させ、職員のスクラップに対す

るモチベーションを上げるための工夫はあるか。 
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委 員： 紙で紹介していた記事、情報をネット上で積極的に映像、動画等で掲載

しているが、若手記者に経験を積んでもらうためには、紙の方では紙面に

限りがあるため、デジタルで記事を出すことによって、自分が取材して書

いたものを成果として見る機会が増えて成功体験になり、読者からの反響

があればモチベーションにもなる。給与体系としては、ベテランの社員よ

り、若手社員に給与配分を少し手厚くすることも行っている。 

委員長： 経費を削減してメリットにつながった事例又は工夫例はあるか。 

委 員： 私の所属する団体や関わっている団体、ＮＰＯは規模が小さいところが

多く、比較的高齢の方も多いため、デジタル化は緩やかにバランスを取り

ながら進めているが、コロナ禍で集まれないことを前提にデジタル化、オ

ンライン化を進めた。経費節約の面では、細かな節約の積み重ねを続ける

ことが大事である。ペーパーレス化によって余剰分として出たものはボラ

ンティアの交通費の一部に充て、削減の効果は、逐一紙でお知らせするこ

とを避け、廃棄の時にお知らせしてモチベーションを維持している。 

委員長： 裁判所がより利用しやすくなるために充実させるべき施設・備品等や要

望はあるか。 

委 員： 市民としてはなかなか縁がなく、関係する機会は少ないが、仕組みを理

解することが重要であり、見学会、説明会や子供に対する教育など、触れ

合う機会を増やすことで役割の理解が進むのではないか。設備、施設につ

いての要望はない。 

委員長： 夏休み期間中には小学生の親子を対象として、模擬裁判の企画を行うな

どしているところではあるが、広報について他に御意見はないか。 

委 員： 学校での検察の授業がきっかけで法学部を受験したという高校生の話を

身近で聞いたことがある。積極的な広報の展開が人材確保に繋がり、仲間

が増えることによるモチベーションの高まりも出てくる。裁判所は関わる

機会が少ない場所だと一般市民は思っているところがあるので、積極的な
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広報の展開が総じて良い方向に向かっていくと感じている。 

委 員： 一般の方は、裁判所で何をやっているのかがよく分からず、行ったら何

ができるのかが浸透していない部分があると思う。例えば、公判や口頭弁

論のその日の内容を日々の開廷表に加えて、事前にこんな裁判があるとい

ったスケジュール的なものがあれば行ってみようと思う機会に繋がるので

はないか。裁判員裁判は、裁判所のホームページで日程が掲載されている

が、他にどういった裁判があって、どのようなやりとりがされているのか

ということが一般の方に伝わるようになれば足を運んで傍聴してみようと

いうふうになるのではないか。個人情報の問題もあって制約等はあると思

うが、開廷表も受付や入口にデジタルサイネージ的なものを置いて、誰と

誰が争っていて、何回目の裁判で今どうなっているのかということまで分

かると、一般の方が来る機会に繋がると思う。 
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（別紙） 

発 言 要 旨 ２ 

委員長： 司法行政部門におけるデジタル化の説明に対する全般的な感想等につい

て伺いたい。 

委 員： デジタル化をすることによって、特定の職員に仕事が集中しているケー

スはあるか。 

説明者： デジタルに強い職員、そうでない職員がいるため、なるべく詳しい人に

だけ集中しないように配慮している。 

委 員： 私が就職した昭和５９年当時は、デジタルやＯＡ機器というのが全くな

い状況で、２年後にオフィスコンピュータが入り、若手職員５，６名のプ

ロジェクトチームを作ったが、後ろを見たら私１人になっていたという経

験をしたことがある。デジタル化は職員が同じ温度差で進めないと一歩進

んで二歩戻る状況になるので、歩調を合わせたほうがよい。 

デジタル化で経費を削減するという点では、裁判所から来る通知は全て

書面だが、メールをもらって出席の返事はできるので、外部に発信すると

きに煩わしい手続が必要で、それが足かせになっているのであれば、そう

いうところを見直すべきではないかと思う。 

裁判所は様々なコストよりも人件費をいかに削減するかだと思うが、そ

ういったコストが自分の給与に乗っかってくるという好循環が生まれれば

やる気も出ると思う。給与面だけではなく、デジタル化によって空いた時

間を地域活動の時間に充てられたりすることもできるのではないか。我々

の職場では、そういうことを目指している。裁判所はこんな仕事をしてい

ますというＰＲの時間に充てるために一人の仕事の時間をいかに短縮する

か、そうすることで１時間当たりの給与が高まることになる。そういう好

循環の取り組みをしたらよいと思う。 

委 員： 当団体は会員数が少なく高齢化しているため、すぐにデジタル化と言っ
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てもパソコンを扱える人がいないが、いずれは研修会をして、勉強してい

かなければならないとつくづく感じている。 

委 員： 当団体の平均年齢は４５から４７歳という組織で、そういう意味では組

織自身のデジタル化は、なかなか厳しいものがある。災害時対応の部分で

はＬＩＮＥのネットワークを作って、緊急連絡網という形で対策をしてい

る。様々な外部の会議に参加する機会があるが、案内も資料もデータで送

られて事前に見た上で会議に参加することが相当増えており、必要な部分

だと認識している。会議の席に着いて資料が何点あるかの確認を合理化で

きるし、サービスや情報管理も含めて配慮していかなければと思う。会議

の場で何かありませんかというよりは、考え方の事前のやりとりもできる

のが望ましいと思う。 

委員長： 紙から電子への移行で苦労されている点、電子化したことによって生じ

たメリット、デメリットについて、御紹介いただきたい。 

委 員： スタジオに持ち込むニュース原稿以外は、ほぼ紙を見ない状況になって

いる。取組で留意している点は二つある。一つは、情報流出や誤送信が起

きた場合の傷があまりに大きいので、その辺の怖さをしっかりと伝えて情

報セキュリティのリテラシーを向上させることである。 

もう一つは、職場のデジタル担当スタッフの負担である。分からない人

は、分かる人に聞きがちだが、仕事を止められて聞かれたほうは迷惑して

いることがある。釧路だけでなく組織全体で対応するということで、まず

はパソコンでマニュアルを見て何とか見つけることからやる。それで分か

らなければ東京や札幌の担当セクションに聞く。それでも分からなければ、

職場で上司が見るというように、できるだけ職場の詳しい人たちに聞かな

いようにして、自分で勉強してマニュアルを読むことで気づきを得てもら

っている。これを支部のグループでしていかないと、知識を持っている人

がいろんな意味で苦労しているので、職場全体のムードに影響すると感じ
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ている。 

委 員： 学校現場では教育界ＧＩＧＡ構想で一気にデジタル化が進んでいる。目

的が子供たちに情報活用能力を確実に身に着けさせるというところにある

ので、そのためには私たちもしっかりとデジタル化に対応しなければいけ

ないという使命で取り組んでいる。学校現場では一人一台端末の活用とい

う形で、学校から子供たちに配付したタブレットを使い、担任から連絡事

項をメールで送ったり、保護者にも安心メールを使って情報を発信したり

することが日常化している。 

職員は公務支援システムを使用しているが、地域によって使っているシ

ステムが異なるため、異動した際に新たなシステムを運用しなければいけ

ないという大きな課題がある。また、生成ＡＩをどのように活用していく

かが全国的な課題となっている。すでに中学校や高校では実証実験されて

いるが、生成ＡＩをデジタル教科書とどのように併用していくかが非常に

大きな課題である。研修においてＣｈａｔＧＰＴを使ってみるなどして、

子供にどのように使わせていこうかという課題意識をもって取り組んでい

る。 

委員長： Microsoft３６５等のコミュニケーションツールの活用について、御紹介

いただきたい。 

委 員： 所属している研究所では、Slackというツールを使っている。会議の資料

もほとんどそういうツールでやり取りをしているのが現状であり、電話と

ファックスを使うことはほとんどない。大学ではポータルサイトがあるの

で、そこから各自で資料をダウンロードするという形になっている。 

委員長： 裁判部門ではあるが、通称mintsというシステムの利用に当たってチャッ

トボットを活用するなど、既存の業務を変革する取り組みをしているが、

デジタルトランスフォーメーションやビジネスプロセスリエンジニアリン

グのような取組や改善例があれば御紹介いただきたい。 
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委 員： 意見になるが、基本的にデジタル化は、誰でも情報にアクセスできる大

事な役割を持っている。外に出られない方や何かツールがないと自分で申

請ができない方にとっては、平等にアクセスできる大きな役割を担ってお

り、裁判記録の電子化は非常に大事なことなので、デジタル弱者への配慮

をしっかりとやった上で、一般市民がどんどん情報にアクセスできるよう

なデジタル化を是非進めていただきたい。また、裁判所のデジタル化が進

んでツールがどんどん導入されると、法曹関係者でもストレスを感じる方

もいる。法曹界は専門知識が必要だが、そこを補強するためにデジタルツ

ールがあるのであり、専門知識を食う形でデジタル化が進んでしまうのは

怖いと思っている。あくまでツールでしかないというところをきちんと認

識して、使い分けをしないとおかしなデジタル化になってしまうので、大

きな方向性として意識していただければと思う。 

委 員： 司法行政部門のデジタル化はバックオフィスの話と捉えている。裁判部

門のフロント側になると、アナログ時代に許容されていたことが、デジタ

ルでは許容されないという大きな変革があると思う。アナログ時代は性善

説で、あなたが来たら本人でしょうというものが、デジタルになると性悪

説に変わって本人かどうかの確認が出てくる。デジタルに馴染まない人や

モノがあるので、フロント側はアナログも提供しながらデジタルも提供す

るという二枚看板で業務負担が絶対大きくなる。 

一方、バックオフィス側は従業員や職員のところなので、会社や組織運

営の考えに従って動くところがある。そこを理解した上で、今行われてい

るバックオフィスのデジタル化の動きに関しては、いろんなツールを入れ

ることで満足し、紙でやっていたことをデジタルに置き換えることが多い

が、そもそもアナログで行っていたその手続自体が必要だったのか、とい

うことを立ち止まってＤＸを進めるという動きをしなければ、課題の整理

にはならないのではないかと思っている。 
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委員長： デジタルに対する職員の苦手意識を軽減して、デジタルに対応できる人

材になってもらうための取組、工夫があれば御紹介いただきたい。 

委 員： バックヤードの部分では、徐々に部門ごとにデジタルが導入されて統合

され、ある部門で使っていたデータが他の部門で流用できるという状態と

なり、少しずつ職員が経験を経てきており、定期的に異動もしているので、

苦手意識を持っている職員は少ない方だと思う。 

フロント部分では、捜査の場面で非常に詳しいデジタル知識が必要で、

パソコンで解析作業をするとか、業者がやるような能力を持っている職員

もいるが、それができるのは一部であり、その職員に負担がかかったり、

知識を持っていない人は非常に苦手意識を持ったりしている。そういった

ものについては、各種研修を定期的に行って、初期研修、中間期研修、高

度研修と段階を分けて参加させるようにしている。 

委 員： 当会の活動では、デジタル化を外部委託するほどの予算はなく、どうし

ても知識のある人に負担が偏りがちなのは事実である。当事務所の関係で

は、mintsは基本的に便利なので積極的に使っているが、出来上がったシス

テムを使うので、デジタルに詳しくなくても本来使えるはずで、読めばわ

かるマニュアルも出ているので、事務員二名はマニュアルを読んで自分た

ちで使えるようにして、誰か一人しかできないというのではなくて皆でや

るようにしている。 

先ほどデジタルのデメリットとして、精度を保つのに苦労しているとの

説明があったが、複数の証拠を同時に見ながら考えなければいけないとい

うのは、デジタルには向かないところがある。この点で裁判記録が電子化

されて電子でしか見られないという世界になるのはどうかと思う。デジタ

ルに集中することによって、かえって作業効率が落ちるということは避け

なければいけないと考えている。 


